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競争評価の背景

○ 電電公社民営化・市場自由化以来、電気通信市場への参入事業者が大幅に増加し、競争が徐々に進展。
○ 2004年度に、規制体系を事前規制から事後規制へと転換する制度改革を実施。ＩＰ化・ブロードバンド化・ユビキタス化によ

り急激に変化を続ける市場の動向を的確に把握することが政策立案に不可欠に。
○ これらを踏まえ、2003年度より「電気通信事業分野における競争状況の評価」（競争評価）を実施。
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競争の導入

電話の時代 インターネット・ＩＰの時代

競争の促進

■改正電気通信事業法の施行

• 参入規制の大幅緩和

• 料金・約款規制の原則廃止

■競争評価の実施

• 市場構造が複雑化する中で、市場における競争
状況を分析・評価し、正確に把握

• 評価結果を広く公表し、政策に反映

• 関連する様々なデータを収集し、公開

• 競争セーフガード制度（2007年度開始）に係る検
証に際し、可能な限り活用

■競争原理の導入

• 電電公社の民営化

• 電気通信事業法制定

■利用者保護の充実

• 改正法に基づく利用者保護ルールの整備

• プロバイダ責任制限法制定

• スパム対策法制定

■ネットワークのオープン化

• ＮＴＴ東西等の指定設備に対す
る接続規制の導入

• 長期増分費用方式の導入

■ドミナント規制

• ドミナント事業者による反競争
的行為の類型化と禁止

■参入規制の緩和
• 需給調整条項の撤廃

• 外資規制の原則撤廃

■紛争処理制度の充実

• 電気通信事業紛争処理委員会
の設立

競争の評価

※「競争セーフガード制度」は、指定電気通信設備の範囲やＮＴＴグループに係る累次の公正
競争要件（ＮＴＴ法第２条第５項に規定する活用業務認可制度に係るものを含む）の有効性
について定期的（年１回）に検証するもの。



競争評価の手順
○ 基本方針を定め、これに従い、実施細目→情報収集→市場画定→競争状況の分析→評価結果という手順で競争評価を実

施。評価結果は、政策に適宜反映させるとともに、フィードバックを行う。
○ 意見募集や公開カンファレンスを多数開催する等、透明かつオープンなプロセスを重視。

○ 競争評価２００７においては、固定電話、移動体通信、インターネット接続、法人向けネットワークサービスの４領域の定点
的評価に加え、プラットフォーム機能及び事業者間取引が競争に及ぼす影響について戦略的評価として分析。
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などを具体化
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※ 基本方針、実施細目、 評価結果等について、
意見募集、公開討議等を積極実施。

市

場

画

定

必要に応じて見直し

競争評価の全体的な指針

競争評価アドバイザリーボード

中立的かつ専門的な見地からの助言

反映

評
価
結
果
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競争評価２００７において実施した内容

２００６年度以降、定点的評価と戦略的評価を実施

定点的評価・・・毎年度行う４領域についての分析・評価

戦略的評価・・・機動的に競争評価を行うために時宜を得たテーマに焦点を当て分析・評価

競争評価２００７では、２テーマを取り上げて戦略的評価を実施

定点的評価

戦略的評価

固定電話

移動体通信

インターネット接続

法人向けネットワークサービス

※毎年度４領域について
行う定点的な分析・評価。

※機動的に競争評価を行うため、
その年度で特筆すべきテーマ
に焦点を当てた分析・評価。

②事業者間取引が競争に及ぼす影響に関する分析

※プラットフォーム機能・・・課金・認証機能、帯域制御機能、位置情報機能など
多様なサービス提供にあたって共通に用いられる機能を想定。

※事業者間取引・・・事業者同士で行われる接続や卸といった取引を想定。

①プラットフォーム機能が競争に及ぼす影響に関する分析
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定点的評価における市場画定

ADSLはNTT東西、FTTHは電力系事業者の業務エ
リアに応じて地理的市場を区分

固定電話領域の市場画定 移動体通信領域の市場画定

インターネット接続領域の市場画定 法人ネットワーク向けサービス領域の市場画定
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【参考】 市場支配力の「存在」と「行使」

市場支配力の行使を
抑止・牽制する規制等
の存在や、価格等に対
する影響力行使よりも
シェア拡大が優先され
るような短期的な市場
環境要因等

○ 競争評価では、「市場支配力」を「存在」と「行使」に分けて分析。まず、市場構造や競争状況等を総合的に勘案した上で、市

場支配力を行使しうる地位にある事業者が存在するか否かを分析し、これが存在しないとは言えない場合に「市場支配力が存

在する」と判断。

○ 「市場支配力が存在する」と判断した場合は、次に、規制等の政策の存在や短期的な市場環境等を加味した上で、その市場

支配力が実際に行使される懸念があるか否かを分析し、その懸念がないとは言えない場合に「市場支配力が行使される可能性

がある」と判断。

○ このようなアプローチを取ることで、市場支配力の源泉となる市場構造とこれに対する政策措置、さらには実際に具現化され

ている競争状況との関係に対する理解が深まると考えられる。
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(現存する市場構造等を与件とした場
合に）市場支配力を行使しうる地位
にある単一又は複数の事業者が存
在するか否かを分析

※かつては独占であった電気通信市
場においては、単独による市場支配
力が主要な関心事

規模・範囲の経済性、ネット
ワークの外部性、不可欠設備、
スイッチングコスト等の電気通
信事業に特徴的な市場構造と
ともに、市場の成熟度、市場
シェア、市場集中度、事業者数、
料金の推移等の競争状況を分
析

総合的に勘案

＜単独又は協調＞ ＜単独又は協調＞
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市場支配力が実際に行使される懸念
があるか否かを分析

※電気通信市場では、市場支配力を
有する可能性のある事業者が存在し、
これを抑止・牽制するための政策が採
用されていることが一般的

総合的に勘案
市場支配力の存
在が推定される
場合
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○ 通信市場はいずれも高度に寡占的。特に、固定電話（加入）、ＦＴＴＨ、専用サービスの市場集中度が高い。
これらの市場では、ＮＴＴグループのシェアがいずれも６割を超えており、ＮＴＴグループの存在感が圧倒的。

○ なお、ＮＴＴグループのシェアは、固定電話（加入）、中継電話、携帯電話・ＰＨＳ及びＡＤＳＬを除く全ての市場で上昇傾向。

（※）市場集中度指数はハーフィンダール指数（ＨＨＩ）による。０（完全競争）～１０，０００（完全独占）の値をとり、市場集中度が高いほど、１０，０００に近づく。なお、公正取引委員会では、企業合併
後のＨＨＩが１０００未満は「市場構造が寡占的でない」、１０００以上１８００未満は「市場構造が高度に寡占的でない」としている。

（注）「市場集中度（ＨＨＩ）」の算出にあたっては、全国レベルではＮＴＴ東西を１者とみなし、その他のＮＴＴグループの会社は別会社とみなしている（ただし、ブロードバンド・ＩＳＰにおいてはソフトバン
クグループ、Ｊ：ＣＯＭグループ、ＪＣＮグループ及び電力系事業者を、ＣＡＴＶインターネットにおいては、Ｊ：ＣＯＭグループ、ＪＣＮグループを、ＦＴＴＨにおいては電力系事業者をそれぞれ１者とみ
なしている）。「ＮＴＴグループのシェア」のうち、050-IP電話はＮＴＴコミュニケーションズ、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは、ＮＴＴ東西のシェア、専用サービスはＮＴＴ東西、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴ－ＭＥの
シェア。なお、固定電話、移動体通信及びインターネット接続は当該年度の１２月時点、中継電話は当該年度の３月時点、ＷＡＮサービスは９月時点、専用サービスは前年度の３月時点のデータ。

定点的評価の主な結果①（市場集中度）

領域
主な画定市場

（部分市場を含む）

０７年度の評価結果

市場集中度（ＨＨＩ） ＮＴＴグループのシェア （（ ）は06年度の数値）

固定電話

固定電話（加入）
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話、

０ＡＢＪ－ＩＰ電話における加入部分）

７６７６ ↓ ８７.３％ ↓ （９０.４％）

中継電話
（ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ
電話、０ＡＢＪ－ＩＰ電話の通話部分）

市内 ３１８９ ↓ 市内 ７６.２％ ↑ （７３.２％）

県内市外 ２９２８ ↓ 県内市外 ７３.６％ ↓ （７３.７％）

県外 ４２５９ ↓ 県外 ７２.１％ ↑ （７１.９％）

国際 ３２４３ ↓ 国際 ６３.７％ ↑ （６１.８％）

０５０－ＩＰ電話 ３２６１ ↑ ３１.１％ ↓ （３２.１％）

移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ ３６５１ ↓ ５０.６％ ↓ （５２.８％）

インターネット
接続

ブロードバンド ２５５１ ↑ ４６.３％ ↑ （４２.５％）

ＡＤＳＬ ３０５３ ↑ ３７.１％ ↓ （３８.５％）

ＦＴＴＨ ５３３１ ↑ ７１.４％ ↑ （６７.５％）

ＣＡＴＶインターネット １１５９ ↑ －

ＩＳＰ １５５４ ↓ ２９.５％ ↑ （２７.６％）

法人向けネット
ワークサービス

ＷＡＮサービス ２２３２ ↑ ６９.０％ ↓ （６９.１％）

専用サービス ８５５１ ↑ ９６.１％ ↑ （９４.７％）

（注）
表中の矢印
（↓↑）は昨年
度値との比
較を示す。
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定点的評価の主な結果②（市場支配力）

○ 各市場の市場シェア、事業者数、価格動向、利益水準等を総合的に勘案し、「市場支配力の存在」（潜在的・長期的な市場
支配力の有無、事前規制の必要性を示唆）及び「市場支配力の行使」（市場支配力の短期的な実効性の有無）を検証。

○ 固定電話（加入）、中継電話、携帯・ＰＨＳ、ブロードバンド、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ及び専用サービスの各市場において、ＮＴＴ系の
事業者に単独の市場支配力が存在（事前規制が必要）。ただし、規制の存在等により、市場支配力の行使が概ね抑止され
ていると評価。

（※）◎は「強く存在すること」、○は「存在すること」、△は「何らかの懸念が存在すること」、×は「可能性が低いこと」を意味する。塗りつぶしは特に注意が必要と思われる点。

領域
主な画定市場

（部分市場を含む）

０７年度の評価結果

市場支配力の
存在

市場支配力の
行使

固定電話

固定電話（加入） ◎
（単独）

△
（ブロードバンドへのレバレッジの懸念）

中継電話 ○
（単独・協調）

×
（低）

０５０－ＩＰ電話 △
（協調のみ）

×
（低）

移動体通信 携帯電話・ＰＨＳ ○
（単独・協調）

×
（料金の透明性確保、プラットフォームの

互換性を注視）

インターネット
接続

ブロードバンド ○
（単独・協調）

△
（DSL→FTTHのマイグレーションを注視）

ＡＤＳＬ ○
（単独・協調）

×
（低）

ＦＴＴＨ ○
（単独・協調）

△
（固定電話市場からのレバレッジの懸念）

ＣＡＴＶ
インターネット

×
（単独・協調）

－
（存在しない）

ＩＳＰ ×
（単独・協調）

－
（存在しない）

法人向けネット
ワークサービス

ＷＡＮサービス △
（協調のみ）

×
（低）

専用サービス ◎
（単独）

×
（低）

（注）

「単独」とは、他事業者の行動に関
わり無く行使することができる市場
支配力のこと。

「協調」とは、市場が寡占的な状況
にある場合に、主要な事業者が協
調的に行動して行使することができ
る市場支配力のこと。
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《固定電話市場》 契約数の事業者別シェアとＨＨＩの推移

○ ＮＴＴ東西のシェア（ＮＴＴ加入電話及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話）は減少傾向だが、０７年１２月末時点で８７．３％と極めて大きい。

○ ＨＨＩは０７年１２月末時点で７６７６となり、漸減傾向にあるが、なお極めて高い水準にある。

固定電話契約数におけるＮＴＴ東西のシェアとＨＨＩの推移

（出所）総務省資料

（西日本）

（東日本）

注１：NTT東西のシェアには、NTT加入電話（ISDNを含む）、０ABJ－IP電話（利用数）が含まれる。
注２：全国ベースのHHIは、NTT東西を１者として算出している。

（全国）
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《固定電話市場》 ２００７年度の主な評価結果（要点のみ）

1. 固定電話市場（加入部分）
A) 固定電話の加入市場に占めるＮＴＴ東西のシェアは０７年１２月末で８７．３％。依然として高い水準。
B) 不可欠設備を保有するＮＴＴ東西は、単独で市場支配力を行使しうる地位にある。しかし、規制や

競争ルールの存在により、市場支配力を実際に行使する可能性は低い。
• 07年3月のNTT東西の加入者回線シェア・・・92.5%（メタルのみ99.9%、光のみ78.9%）

C) 固定電話市場での支配力を梃子とした隣接市場（特にＦＴＴＨを中心としたブロードバンド市場）へ
の影響等の懸念があり、これを注視する必要がある。この他、ソフトフォンの普及動向、ＦＭＣの進
捗、トリプルプレイ等のサービスのバンドル化の進展を注視すべき。

2. 中継電話市場（通話部分）
A) ＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズ）のシェア（契約数）は、２００８年３月末時

点で、市内通話は７６．２％、県内市外通話は７３．６％、県外通話は７２．１％、国際通話は６３．
７％に達しており、ＮＴＴグループは単独又は協調により市場支配力を行使し得る地位にある。

B) しかし、マイラインによる事業者選択制度や安価な０５０－ＩＰ電話やソフトフォンが潜在的な競争圧
力として存在することから、現時点では実際に市場支配力が行使される可能性は低い。

3. 050-IP電話市場（通話部分）
A) 上位事業者のシェアが拮抗しており、参入も容易であると考えられ、単独で市場支配力を有する事

業者は存在しない。しかし、上位３社の合計シェアは８６．２％に達し、集中度が高いことから、複数
事業者が協調して市場支配力を行使する可能性は存在する。

B) しかし、ブロードバンドの付加サービス的な位置づけであり、加入者間の通話無料等が定着してい
ること等から、市場支配力を実際に行使する可能性は低い。
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≪携帯電話・ＰＨＳ市場≫ 契約数の推移

○ 携帯電話、ＰＨＳ全体では契約数は１億を上回り、未だ増加傾向にあるが、増加率は減少傾向。

○ ＰＨＳ契約数は、ＮＴＴドコモグループの撤退表明の影響等により、減少傾向となっている。

（注）ＰＨＳ契約数には、データ通信サービスのみを提供する事業者の契約数は含まれていない。
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≪携帯電話・ＰＨＳ市場≫ 上位３社シェアとＨＨＩ

○ 上位３社シェアは０７年１２月末で９５．４％と０５年６月以降、僅かであるが減少傾向。

○ ＨＨＩは減少傾向にあるものの、３,６５１と依然市場集中度は高水準。

○ ＮＴＴドコモのシェアは、０７年１２月末で５０．６％。依然５割以上のシェアを有するものの、微減傾向が続いている。
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《移動体通信市場》 ２００７年度の主な評価結果（要点のみ）

1. 携帯電話・ＰＨＳ市場では、３Ｇへの移行の進展、ＨＳＤＰＡ方式等による高速通信サービスの拡大により、
データを中心とした収益確保のための環境が整備されつつあるが、現時点ではＡＲＰＵ減少の歯止めと
なるには至っていない。

2. ＮＴＴドコモグループのシェアは５０．６％となり、、依然として競争事業者とのシェア格差は大きく、電波の
有限希少性等を背景に寡占的な市場構造が成立しやすい環境の下、市場支配力を行使しうる地位に
ある。また、上位３社のシェアは９５．４％と極めて高い水準であり、複数事業者が協調して市場支配力
を行使しうる地位にある。

3. しかしながら、第二種指定電気通信設備に係る規制の存在、事業者間のシェア競争が激しいこと等から、
単独・協調ともに、市場支配力を実際に行使する可能性は低い。ただし、消費者利益の観点からは、料
金のわかりにくさ、プラットフォーム機能の互換性の制約などの課題が存在することについて指摘を行っ
た。

4. 現在、通信プラットフォーム研究会における検討、ＢＷＡの開始に向けた市場環境整備やガイドラインの
見直しなどを通じたＭＶＮＯの活性化、新料金プランの導入、料金の透明化のための取組などが行われ
ており、市場活性化のための政策的対応の過程にある。競争評価としても、これらの影響を注視すると
ともに、積極的な貢献を図ることに留意する。
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《ブロードバンド市場》 契約回線数の推移と純増数

○ 契約数は、０７年１２月末で、２，８２８．８万契約。ＡＤＳＬが減少傾向にあるものの、ＦＴＴＨは引き続き伸張。

○ 増加率は、０７年１２月末で、２．０％。ＡＤＳＬの落ち込み及びＦＴＴＨ伸長の鈍化に伴い、低下傾向にある。

※ ０４年３月末以前は、一部推計値を含む
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《ＦＴＴＨ市場》 契約回線数の推移と純増数

○ 普及が本格化し、０７年１２月末で１，１３２．９万回線に到達。うち、集合住宅向けは４２．６％（４８２．４万回線）、戸建て＋
ビジネス向けは５７．４％（６５０．５万回線）。

○ 伸び率（四半期）はやや低下しているが、７．８％と引き続き成長を持続。
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《ＦＴＴＨ市場》 契約回線数の事業者別シェア（全国）

○ ＮＴＴ東西、電力系事業者、ＫＤＤＩの３社で８１．６％を占める。

○ ＮＴＴ東西のシェアは、０７年１２月末で７１．４％を占め、高い状態で推移しており、上昇傾向。
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《ブロードバンド市場》 ２００７年度の主な評価結果（要点のみ）

1. ブロードバンド市場
A) ＮＴＴ東西の契約回線数シェアは４５．８％であり、加入者回線シェア は９２．５％。不可欠設備を保

有するＮＴＴ東西は、単独で市場支配力を行使しうる。しかし、接続規制・行為規制等が機能してい
ること、競争が活発な地域もあること等を考慮すれば、市場支配力が行使される可能性は高くない。

B) しかし、ＦＴＴＨへの移行が進展する中、ＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東西の契約回線数シェアが７１．
４％に達しており、固定電話市場からのレバレッジ（セット提供、顧客情報利用の可能性）の有無に
ついて、今後特に注視すべきである。また、ＮＧＮの普及の進展に伴い、インタフェースのオープン
性が適切に確保されるかどうか等についても注視すべき。

C) なお、消費者は、料金水準や広告宣伝等の他、工事や導入の手続き等の容易さを考慮してサービ
ス選択を行っており、こうした面での競争環境の格差等についても注視すべきである。

2. ＡＤＳＬ市場
全体としては縮小傾向。ＮＴＴ東西の高いメタル回線シェア（９９．９％）等を考慮すれば、市場支配力を
行使しうる地位にある。しかし、現行規制の存在や、上位事業者のシェアが拮抗して価格・サービス面で
の競争が存在しており、市場支配力が行使される可能性は低い。

3. ＦＴＴＨ市場
ＮＴＴ東西の契約回線シェアは７１．４％、光ファイバ回線シェア も７８．９％と高水準。単独で市場支配力
を行使しうる地位にあるが、接続規制の存在、ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットからの競争圧力があること
等から、直ちに市場支配力が行使される可能性は低い。

3. ＣＡＴＶインターネット市場
合併・買収等を通じて、ＣＡＴＶインターネット市場における上位３社シェアは０７年１２月で４１．９％と一
貫して緩やかな上昇傾向。単独・協調いずれも市場支配力を有する事業者は存在しないが、地域独占
的な側面もあること、地理的な条件で競争環境に差異があること等に留意が必要。



競争評価の背景、07評価のテーマ

定点的評価の評価結果

戦略的評価の評価結果
①プラットフォーム機能が競争に及ぼす影響に関する分析

②事業者間取引が競争に及ぼす影響に関する分析

MVNOに関する状況
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電気通信事業におけるプラットフォーム機能（例）

固定ブロー
ドバンドの
例

携帯電話の
例 機能（例） プラットフォーム機能の概要

△ ○ 検索 インターネット上の情報（ウェブページ、ウェブサイト、画像ファイル、ネットニュースなど）を検索す
る機能。

△ ◎
DRM (Digital Rights 
Management) 音楽や映像といったデジタルコンテンツに関して、複製防止など著作権管理を行う機能。

○ ◎ ID管理 主に、利用者がサービスを利用する際の識別のための番号を一元管理する機能。ユーザIDや端末機器番号
などがある。

○ ◎ 認証 主に、ネットワークが提供する利用者の正当性を確認する機能を指す。

○ ◎ プレゼンス ネットワークに接続している利用者や端末の状態をリアルタイムに把握する機能。

－ ◎ 位置情報把握（測位） 位置情報を管理し提供する機能。基地局情報により測位するもの、GPSにより測位するもの等がある。

－ ◎
PoC (Push to talk over 
Cellular) VoIPを利用して複数通話の切り替えをボタンで行うサービスを携帯電話上で実現する機能。

○ ◎ 課金・決済 コンテンツサービスやオンラインショッピングに対して提供される、クレジットカード等の課金/決済機
能。携帯電話では、電話料金と一括して請求を代行する仕組みがある。

○ ◎ プッシュ配信 利用者側が意図的、能動的な動作を行わない状態で、自動的にコンテンツを配信する機能。

◎ ◎ マルチキャスト 特定多数の端末に対しデータを送信する機能。

◎ ◎ QoS (Quality of Service) ネットワーク上で他のトラフィックの影響を受けないように通信品質を保証する、帯域保証する等の機能。

◎ ◎ セッション制御 クライアント（端末）間の通信を制御する機能。

◎：主に通信事業者が整備・提供、○：通信事業者を含む多様な主体が整備・提供、△：主に通信事業者以外の事業者が整備・提供



分析事項

1. 携帯電話契約者の約３１％（０７年９月）がパケット通信定額制を利用しており、今後定額料金プランの一層の普及が

進むと考えられ、上位レイヤーのサービスの重要性は更に高まる可能性。

2. 全ての加入者が、加入時点で将来利用する上位レイヤーのサービスの内容を正確に把握することは困難。利用者

利益の観点からは必要に応じて乗換が円滑に行われることが望ましい。

3. プラットフォーム機能の互換性の不足が、上位レイヤーのサービスのポータビリティを損ない、乗換の障害となってい

る場合には、 その解消が利用者の自由な事業者選択、水平的な公正競争の確保に資する。

プラットフォーム機能に起因する加入者の事業者間乗換の制約に関して検証

［分析①］ 加入者の事業者間乗換に及ぼす影響

通信事業者が提供するプラットフォーム機能が上位レイヤーにおける競争に与える垂直的な影響につい
て検証

1. 携帯電話市場のプラットフォーム機能は、ネットワークを保有する携帯電話会社が統合的に提供して おり、事業戦略
によってその提供範囲や提供条件を決定しているという市場特性を持っている。

2. この通信事業者が提供するプラットフォーム機能の利点が利用者のコンテンツなどの選択に与える影響を 検討し、
上位レイヤーにおける競争に与える垂直的な影響についての分析を行う。

［分析②］ 加入者のコンテンツ選択への影響

21
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《分析①加入者の事業者間乗換に及ぼす影響》 ポータブルなサービスへの利用意向

n=914n=914

②ダウンロードしたコンテンツの継続利用
に対する利用意向

①メールアドレス（携帯電話会社以外のメールアドレス）の継続利用
に対する利用意向
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《分析①加入者の事業者間乗換に及ぼす影響》 コンジョイント分析結果

○ 加入者の事業者間乗換に及ぼすポータブルなメールアドレスや各種のポータビリティに係る利用者の便益についてコンジョイ

ント分析 を用いて分析。これによると、各種のポータビリティの向上へのＷＴＰ（支払意志額）は２０００円超となり、適切な水

準の費用負担によりポータビリティが利用可能となれば、乗換に伴う消費者の利便性は大きく向上すると考えられる。

各ポータビリティのＷＴＰ

① ポータブルなメールアドレス
（携帯電話会社に依存しないメールアドレスの継続利用）

② 音楽コンテンツのポータビリティ
③ ゲームのポータビリティ
④ 音楽、ゲーム以外のコンテンツのポータビリティ
⑤ 携帯電話端末のポータビリティ
⑥ ＷＴＰ合計

※ コンジョイント分析の特徴は、サービスを様々な属性の集合と見なし、実際には存在しない仮想的なサービスの選択問題への回答者の選択結果から、各属性の選択行動への影響の大小を評価することが可能なこと。

※以下の コンジョイント分析は京都大学大学院経済学研究科依田高典教授の研究室とともに実施。

※
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《分析②加入者のコンテンツ選択への影響》 公式サイト／一般サイト

「公式サイト」の方を多く利用するのはなぜですか。

「公式サイト」と「一般サイト」のどちらを多く利用していますか。

n=914

n=336

あるコンテンツやサービスを利用しようとする場合、携帯電話用の
「公式サイト」とＰＣ向けサイトのどちらをより利用したいですか。

n=914
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《分析②加入者のコンテンツ選択への影響》 コンジョイント分析

○ 課金やアクセスの容易さ等携帯電話の公式サイトに提供されるプラットフォーム機能が利用者のコンテンツ選択に与える影響

についてコンジョイント分析を用いて分析。これによると、音楽配信サービスのプラットフォーム機能へのＷＴＰは１曲当たり１

００～２００円と推計され、適切な水準の費用負担によりプラットフォーム機能が利用可能となれば、コンテンツ利用の利便

性が増大すると考えられる。

音楽配信サービスの各プラットフォーム機能の利便性のＷＴＰ（１曲あたり）

① 目当ての楽曲へのアクセスの容易さ
② 決済の容易さ
③ 音楽データのコピーの容易さ
④ ＷＴＰ合計



○ プラットフォーム機能の連携の在り方については、「通信プラットフォーム研究会」における議論を注視
する。
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《プラットフォーム機能が競争に及ぼす影響に関する分析》 主な評価結果

1. ポータブルなメールアドレスやコンテンツのポータビリティ、契約のポータビリティ等の実現に対する支払意志
等が認められた。すなわち、こうしたポータビリティの実現により事業者間の乗り換えコストを低下させること
が可能。

2. 公式サイトと一般サイトの区別については垣根が相当程度低くなってきている。しかし、公式サイトの持つ課
金の容易性などは引き続き評価されておりそのメリットが上位レイヤーの選択に影響を及ぼしている可能性
がある。

3. 利用者の好みに応じた事業者間乗換やコンテンツ選択を通じて利用者利便を向上させ、更なる携帯電話
市場の活性化を実現するためには、コンジョイント分析が示すように、高い互換性を持つプラットフォーム機
能が幅広く提供されることが望ましい。



競争評価の背景、07評価のテーマ

定点的評価の評価結果

戦略的評価の評価結果
①プラットフォーム機能が競争に及ぼす影響に関する分析

②事業者間取引が競争に及ぼす影響に関する分析

MVNOに関する状況
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小売ブロードバンド市場に対応する事業者間取引の状況

○ 本年の戦略的評価では、ブロードバンド市場を取り上げ、試行的な分析を実施。
○ 小売のブロードバンド市場に対応する垂直的な事業者間取引は次のように大別することが可能。

（１）回線サービス提供のための事業者間取引
（２）回線サービス事業者とＩＳＰ事業者との間の取引
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≪卸ブロードバンド回線市場≫ 卸売回線数の現況

卸ブロードバンド回線市場における卸売回線シェア
（契約数ベースで近似）（全４３０事業者※、０７年９月末）

※ 電気通信事業者に対するアンケート調査で回答を受けた事業者並びにＣＡＴＶインター
ネットサービスを提供しているＣＡＴＶ事業者及び自治体の合計数。

※調査協力を得た３３事業者（全提供事業者４５者の73.3%）における卸売回線数
に占める割合

※調査協力を得た１０９事業者（全提供事業者１３７者の79.6%）における卸売回線数
に占める割合

卸ＦＴＴＨ回線市場における卸売回線シェア（契約数ベースで近似）
（全１０９事業者、０７年９月末）

卸ＡＤＳＬ回線市場における卸売回線シェア（全３３事業者、０７年９月末）

○ ０７年９月末時点でのブロードバンド卸売回線は2,740.8万回線。

○ ブロードバンド卸売回線に占めるNTT東西のシェアは78.6％を占め、最も多い。
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≪卸ブロードバンド回線市場≫ 調達回線数の現況

※調査協力を得た３３事業者（全提供事業者４５者の73.3%）における
卸売回線数に占める割合

自己調達による
サービス提供

卸ＡＤＳＬ回線市場に占める調達回線数（契約数ベース）
（全３３事業者※、０７年９月末）

全体の62.5%

全体の37.5%

自己調達による
サービス提供

卸ＦＴＴＨ回線市場に占める調達回線数（契約数ベースで近似）
（全１０９事業者※、０７年９月末）

全体の10.8%

※調査協力を得た１０９事業者（全提供事業者１３７者の79.6％）における
卸売回線数に占める割合

○ ADSLについては、自己調達が出来るのはNTT東西と一部のCATV事業者（有線放送回線を利用）のみ。加入者回線の卸売取

引によりサービス競争を行っているサービス構造。

○ FTTHについては、NTT東西、電力系事業者等の自己調達によるサービス提供が９割を占める。
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ＩＳＰ事業者別にみるサービス提供状況

回線サービス提供事業者別のISPサービス提供状況（ＡＤＳＬ＋ＦＴＴＨ＋ＣＡＴＶインターネット利用）

自者回線向けを含む 他者回線向けのみ

《卸ブロードバンドサービス市場》

○ NTT系ISPおいては、NTT東西（フレッツ）向けが９割を占める。フレッツ向けのみのサービス提供を行うISPがほとんどのため。

○ 大手ISPであるベンダー系ISPでも、NTT東西向けのサービス提供が８割弱と高い比率。

○ 一方、非NTT系ISPでは、自社回線向けを含めるとNTT東西向けは6.6％と相対的に低い。
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分析結果の概要

1. ＮＴＴ東西のシェアが、卸ブロードバンドサービス市場及び卸ＡＤＳＬサービス市場の卸売シェア
を除く全ての画定した市場・部分市場において５０％を上回る高い水準にあること

2. 卸ＦＴＴＨ回線市場では卸ＡＤＳＬ回線市場と比較して回線の自己調達比率が著しく高い水準にあ
り、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが卸ブロードバンド回線市場の競争環境を大きく
変える可能性があること

3. 卸ブロードバンドサービス市場においては、ＮＴＴ系ＩＳＰ及びベンダー系ＩＳＰの取引の相手方
としてＮＴＴ東西が占める比率が高い水準にあること

評価結果を基礎として、さらに検討すべき課題

① 卸売市場構造の変化についての分析の深化

② 隣接市場への影響についての検証

③ 評価結果の活用（制度との有機的な連携）

④ データの精緻化



競争評価の背景、07評価のテーマ

定点的評価の評価結果

戦略的評価の評価結果

MVNOに関する状況
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ＭＶＮＯの参入動向（一部）（１／２）
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（各社のウェブページ等を基に作成）※赤字は最近の動向。

ＭＮＯ ＭＶＮＯ（サービス名） サービス概要（事業開始時期）

ＮＴＴドコモ 象印マホービン（みまもりほっとライン） ポットに無線通信機を内蔵、その情報を携帯電話やＰＣから確認可能

ＩＩＪ（ＩＩＪモバイルサービス/タイプＤ） 法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年1月)

アッカ・ネットワークス（ACCA mobile（D）） 法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年6月)

ＮＴＴコミュニケーションズ（モバイル/リモートアクセス
ドコモモデル）

法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年7月）

日本通信（b-mobile3G） 3.5G（HSDPA）による下り最大3.6Mbpsの高速データ通信。150時間分の通信料
を含んだ価格でデータ通信端末を販売（08年8月）

ＮＴＴＰＣコミュニケーションズ（Master’s ONE セ
キュア・リモートアクセスサービス 定額FOMAデータ
通信プラン）

法人向け3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年10月）

ＫＤＤＩ

（ａｕ）

いすゞ自動車（みまもりくんオンラインサービス） 車両運行データを収集、解析し、提供。最大４０％の燃料費削減、安全運行を可
能に。

日本緊急通報サービス（ＨＥＬＰＮＥＴ） 事故や急病時に車両の位置情報を発信

セコム（ココセコム） 基地局情報＋ＧＰＳ機能を活用して迷子やお年寄り、車両の位置情報を把握

トヨタ（Ｇ－ＢＯＯＫ） ①事故や急病時に車両の位置情報を発信、②オペレータによる目的地検索、

③ハンズフリー電話 など

京セラコミュニケーションシステム（KWINS 3G） 専用カードによるデータ通信

ソフトバンク

モバイル

ウォルト・ディズニー（ディズニー・モバイル） ディズニーのブランド、コンテンツを活用した携帯電話サービス（08年3月）



ＭＶＮＯの参入動向（一部）（２／２）
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（各社のウェブページ等を基に作成）

ＭＮＯ ＭＶＮＯ（サービス名） サービス概要（事業開始時期）

イー・

モバイル

ＮＥＣビッグローブ（BIGLOBE高速モバイル） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbps（08年3月～）の高速データ通信（07年12
月）

ニフティ（@nifty Mobile BB） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbps（08年3月～）の高速データ通信（07年12
月）

So-net（bitWarp(EM)） 3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年2月）

ＩＩＪ（ＩＩＪモバイルサービス/タイプＥ） 法人向け3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年3月）

ＡＳＡＨＩネット（超割モバイル） 3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年3月）

ユニアデックス（JetSURF） 3.5G(HSDPA)による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年3月）

アッカ・ネットワークス（ACCA mobile（E）） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年6月）

ＮＴＴぷらら（高速モバイルオプション（ＥＭ）） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年7月）

ＮＴＴコミュニケーションズ（OCN 高速モバイル EM） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年8月）

ケイ・オプティコム（ｅｏモバイル） 3.5G（HSDPA）による下り最大7.2Mbpsの高速データ通信（08年9月）

ウィルコム 日本通信（b-mobile）、ニフティ（@nifty MobileP）等 専用ＰＨＳカード等によるデータ通信

ＣＳＣ（My Access） 監視カメラや玩具、センサーに組み込んでデータ収集、遠隔操作

ジュピターテレコム（J:COM MOBILE） 「ウィルコム定額プラン」の再販

ユビキたス（どこ・イルカ）、加藤電機（イルカーナ） 子供の位置情報把握



■MVNO事業化ガイドラインの見直し
MVNOの新規参入の促進を通じて移動通信市場の更なる活性化を図る観点から「MVNO事業化ガイドライン」を改正し、MNO側の技術仕様

及び取引条件やMVNEの位置づけの明確化等を行う。

MVNO事業化ガイドラインを巡る経緯
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■今後、 急速な技術革新等を背景としてＭＶＮＯのビジネスモデルの多様化が期待されることを踏まえ、ＭＶＮＯの関連法規（電気通信事

業法及び電波法）の適用関係の明確化を図ることを目的として、「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」を策定。

ガイドラインの策定（０２年５月）

新競争促進プログラム２０１０（０６年９月）

ガイドラインの改定（０７年２月）

■MVNO事業化ガイドラインの再見直し
「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」について、ＭＮＯコンタクトポイントの明確化、ＭＮＯによる事業計画の聴取範囲の明確化、ＭＮＯとＭＶＮＯとの間に

おける事業者間接続等に関する法制上の解釈の具体化等を図る観点から、２００７年度中にその見直しを実施。

モバイルビジネス活性化プラン（０７年９月）

モバイルビジネス研究会
（０７年１～９月）において、
MVNOの新規参入の促進

に向けた施策展開
について検討。

■日本通信とＮＴＴドコモとの紛争事案に係る裁定内容を「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」に反映させること等を総務大臣に対し勧告。

電気通信事業紛争処理委による勧告（０７年１１月）

ガイドラインの再改定の実施（０８年５月）

提案募集（０７年１１月～０８年１月） ０８年３月 再改定案について意見募集（約１か月） ５月 ガイドライン（再改定）の公表

携帯各社に対する検討要請（０８年５月）

■携帯各社に対し①卸電気通信役務に関する標準プランの策定、②ＭＶＮＯに対する一元的な窓口の明確化について検討を要請。



日本通信とＮＴＴドコモの接続協議
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０６年１２月 日本通信（ＭＶＮＯ）とＮＴＴドコモ（ＭＮＯ）の接続協議を正式に開始。

０７年 ７月 日本通信が総務大臣に対して裁定申請。

０７年 ９月 電気通信事業紛争処理委員会に裁定案を諮問。（☞同年１１月、答申）

０７年１１月 総務大臣裁定

０８年 ６月１３日 日本通信とＮＴＴドコモとの間で接続条件について基本合意。

■日本通信の主張する「エンドエンド料金の設定」及び「帯域幅課金」は妥当。

■接続料等については細目協議に至っておらず、裁定を行わない。（☞協議を継続）

■両社間で接続料等の条件について基本合意。
（合意内容）

●接続料水準-----概ね 月額１５００万円/１０Ｍｂｐｓ
●基本料等 -----概ね 月額 １１０円/契約
●接続完了予定時期----- ０８年７月末

０８年 ６月１８日 両社連名で報道発表。

０８年 ８月 ４日 ＮＴＴドコモがＭＶＮＯとの接続に当たり必要となる接続料等を規定した接続約款を公表。



MVNO事業化ガイドラインの再改定
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１．ガイドラインの目的等

２．電気通信事業法に係る事項
（１） ＭＶＮＯの事業形態及び事業開始に必要な手続

（２） ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の関係

（３） ＭＮＯにおけるコンタクトポイントの明確化

（４） ＭＶＮＯの事業計画に係る聴取範囲の明確化

（５） ネットワークの輻輳対策

（６） 法制上の解釈に関する相談

（７） 意見申出制度

（８） 協議が調わなかった場合の手続

（９） ＭＶＮＯによる端末の調達

（10） 電気通信番号（電話番号）管理

（11）ＭＶＮＯと利用者との間の契約関係

（12）提供条件の説明及び苦情等の処理

（13）その他

３．電波法に係る事項
（１）事業開始の際に必要な手続き

（２）ＭＶＮＯとＭＮＯの関係

４．ローミングに係る事項（電気通信事業法及び電波法）

５．開設計画においてＭＶＮＯによる無線設備の利用を
促進する計画を有するＭＮＯについて

６．見直し

ガイドラインの再改定

✔ MNOにおけるMVNO向けの一元的な窓口（コンタクトポイント）の設置・公表
が望ましい旨を明記。

✔ MNOがMVNOから聴取する事業計画について、一般的に聴取に理由がある
と考えられる事項と一般的に聴取に理由がないと考えられる事項を例示。

✔ その他の聴取の場合、MNOにおいて聴取の必要性をMVNOに対して明示す
ることが必要。

✔ 特定基地局の開設指針において、他の電気通信事業者による無線設備の利
用を促進する計画を有することが認定の要件とされている場合、MNOは、計

画に従って他の通信事業者による無線設備の利用の促進を進めなければな
らないことを明記。

✔ MNOにおける卸電気通信役務に関する標準プラン（標準的なケースを想定

した卸電気通信役務の料金その他の提供条件）の策定・公表が望ましい旨を
明記。

✔ 日本通信とNTTドコモとの紛争事案に係る裁定（07年11月）を反映。
利用者料金の設定権の帰属 （エンドエンド料金又はぶつ切り料金のいずれも可能）
接続料の課金方式 （従量制課金方式のほか帯域幅課金方式を採用することも可能）

一般的に聴取に理由があると考えられる事項（例） 一般的に聴取に理由がないと考えられる事項（例）

•接続時期、相互接続点設置場所、予想トラフィック
•端末種別
•MNOネットワークシステム等の改修に必要な事項
•疎通制御機能の開発・実施に係る事項

•利用者料金の水準、料金体系
•MVNOの想定する具体的顧客名、個別顧客の需要形態
•MVNOが提供するサービスの原価
•MVNOが計画する販売チャネル
•MVNOの端末の調達先

今回の再改定においては、
■モバイルビジネス研究会報告書（０７年９月）
■ガイドライン再改定に係る提案募集結果（０７年１１月～０８年１月）
■電気通信事業紛争処理委員会による勧告（０７年１１月）
■特定基地局の開設指針（２．５GHｚ帯）におけるMVNO受入計画の着実な実施[☞WiMAX及び次世代PHS]

等を盛り込み、MNOとMVNOとの間の事業規律等について具体化。

✔ MNOの業務の方法に意見のあるMVNOは、事業法に基づき、総務大臣に対
する意見申出制度を活用できる旨を明記。



携帯各社に対する検討要請について
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ＭＮＯにおけるコンタクトポイントの明確化 卸電気通信役務に関する標準プラン

モバイルビジ
ネス活性化プ

ラン

（０７年９月）

ＭＮＯにおけるコンタクトポイントの明確化等を図る
観点から、「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」の見直し
を実施。

ＭＮＯによる卸電気通信役務に関する標準プランの策定等
の情報開示について、各事業者に対して検討を促す。

ＭＶＮＯ事業化
ガイドライン
（再改定）

（０８年５月）

ＭＮＯにおいて、卸電気通信役務の提供又は接続
の如何を問わず、一元的な窓口（コンタクトポイン
ト）の設置・公表等の体制整備が望ましい。

ＭＮＯによる卸電気通信役務に関する標準プランの策定等
の情報開示を行うことが望ましい。

検討要請文書を発出（０８年５月１９日）

NTTドコモ

・ＭＶＮＯに関する代表窓口（ＮＴＴドコモ 企画調整室）を設
置・公表（08年７月１日）。

・検討中。

・なお、接続約款にＭＶＮＯとの接続に当たり必要となる接続料等を
規定し、公表（08年8月４日）。

KDDI
（ａｕ）

・ＭＶＮＯに関する代表窓口（ＫＤＤＩ 渉外部）を設置・公表
（08年８月１日）。

・検討中。

ソフトバンク

モバイル

・ＭＶＮＯに関する窓口（ＭＶＮＯ・アライアンス事業推進部）
を設置・公表（08年７月31日）。

・検討中。

イー・モバイル
・ＭＶＮＯ受付窓口（サービス企画部・企画部）を設置・公表

（08年６月11日）。
・「ＭＶＮＯ向けモバイルデータ通信サービス標準プラン」を策定・公表
（08年９月10日）。

ウィルコム
・次世代ＰＨＳのＭＶＮＯ対応窓口（サービス開発本部次世

代事業推進室）を設置・公表（08年４月１日）。
・「無線IP 接続サービス卸契約約款」を策定・公表（01年８月10日）。

UQコミュニ
ケーションズ

・ＭＶＮＯ対応窓口（渉外部ＭＶＮO推進室）を設置・公表
（08年４月１日）。

・標準プランを11月上旬目途公表予定。



項目 料金

ネットワーク接続機能 10Mbps当たり月額700万円

ネットワーク接続装置機能 １ポートごとに月額40万円

MVNO契約者回線維持機能 １契約者回線ごとに月額1,100円

イー・モバイルの卸電気通信役務に関する標準プランの概要

項目 料金

MVNO契約者回線開通手数料 １開通手続ごとに2,700円

USIM再発行手数料 １発行ごとに2,000円

イー・モバイルは、「MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライ
ン」（平成20年5月19日総務省）の趣旨を踏まえ、平成20年9月10日、 「MVNO向けモバイル
データ通信サービス標準プラン」を策定・公表。

■月額利用料

■手数料

主な料金の概要
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事業法審査基準の改正等を実施。

■電気通信事業の健全な発展と円滑な運営への寄与に関する事項
本開設指針に基づく開設計画の認定を受けていない電気通信事業者による無線設備の利用を促進する

ための計画を有すること

広帯域移動無線（２．５ＧＨｚ帯）に係る認定要件

開設指針

認定事業者は電気通信事業法に基づく登録（または変更登録）が必要。

登録（または変更登録）において、上記の開設計画の履行を担保するための条件を付す。

１月 ３月 4月28日

審査基準、施行規則
及び

報告規則の改正案
の公表。

意見招請 意見等を踏まえて
確定、施行。

UQ社登録

ＭＶＮＯの受入れ計画の提示

広帯域移動無線（2.5GHz帯）に係る電気通信事業法に基づく登録

７月１日6月25日

UQ社
登録
申請
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１ 登録申請書に添付したＭＶＮＯ受入れ計画（※特定基地局の開設計画
の一部）に記載した内容を着実に履行すること。

２ 下記事項について、毎年半期毎に報告すること。
・接続又は卸役務提供をしたＭＶＮＯ事業者の数、その他当該計画の
実施状況の概要

※ウィルコムは今後変更登録予定



株式会社ウィルコム

（次世代ＰＨＳ）

2545MHz 2625MHz

固定的利用

（10MHz：各地域）

UQコミュニケーションズ

（モバイルWiMAX）

2575MHz 2595MHz

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

事業者 ウィルコム ＵＱコミュニケーションズ
(旧ワイヤレスブロードバンド企画)

通信方式 次世代ＰＨＳ モバイルWiMAX

主要株主 カーライル、
京セラ、KDDI

ＫＤＤＩ､インテル､ＪＲ東日本、
京セラ､大和証券､三菱東京ＵＦＪ銀行

サービス開始時期 2009年4月 2009年2月28日

特定基地局の開設数、
人口カバー率など

･2013年3月末までに約20,000局の基地局を開設
予定

･屋内用7,000局の基地局を開設予定
･2013年3月末までに全国の人口カバー率92％、
846市町村でのサービス提供を 予定

･2013年3月末までに約19,000局の基地局を開
設予定

･屋内用19,000局の基地局を開設予定
･2013年3月末までに全国の人口カバー率93％、
1,161市町村でのサービス提供を予定

事業概要 設備投資 1,113億円
加入数 約240万加入
営業収益 1,488億円
（※いずれも2013年3月末までの累計）

設備投資 1,323億円
加入数見込み 約500万加入
営業収益 1,243億円
（※いずれも2013年3月末までの累計）

ＭＶＮＯ説明会 第１回説明会を平成２０年３月２７日に開催
第２回説明会を平成２０年８月２９日に開催

第１回説明会を平成２０年３月２８日に開催
第２回説明会を平成２０年７月３１日に開催
第３回説明会を平成２０年１１月６日に開催予定

電波法に基づき認定(2007年12月)を受けた開設計画の概要
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ＵＱコミュニケーションズのＭＶＮＯ受入れ計画の主要事項

標準プラン関係

○ 卸電気通信役務、接続条件・料金プラン等に関して標
準プランを策定し、公開する。

・ 卸役務、接続のいずれでもMVNOが選
択できるよう、双方の標準プランを策定
する。

ＭＶＮＯへの

提供料金関係

○ ＭＶＮＯ事業者が、様々なサービス提供形態でエンド
ユーザー向け料金を設定することが可能となるよう、適正
な原価に適正な利潤を加えた料金を設定する。

○ 定額制、従量制、ステップ課金等を計画。また、トラ
フィック量に応じた料金体系に加え、帯域幅に応じた料
金体系を設定。

・ 接続料は、積上げ方式で設備コスト・
ベースで、適正な原価に適正な利潤を加
えて設定。

・ 卸役務料金をキャリアズレート方式で設
定する場合は、直販料金から営業費等を
控除して設定。

接続構成関係
○ ＷｉＭＡＸフォーラムで規定されるネットワーク参照モデ

ル及びインターフェース条件に準拠したシステムを構築
し、各インターフェースに接続点を設定。

・ ＭＶＮＯが、自らＩＰアドレスを割り当てる
ことを可能とする。

プラット
フォーム
機能関係

○ 設備に具備されているプラットフォーム機能は適正な対
価で利用できるようにする。プレゼンス情報、ユーザーＩＤ
等も個人情報の保護に留意しながら情報提供が行える
ようにする。

端末関係
○ 国内法規やＷｉＭＡＸ認証などの一定の基準を満足する

端末の接続を可能とする。

コンタクト
ポイント明確化

○ ２００８年度の早い段階でＭＶＮＯ向け専門窓口を設置。
また、自社事業からの営業を排除するためのファイアー
ウォールを設置する。

・担当部署を他部署とは別に設置。
（本年4月渉外部にMVNO推進室を設置）

・(MVNO用)サーバーを別立て。

特定基地局開設計画中における記載 登録申請における補足（明確化）

・ ＭＶＮＯが、自ら認証その他のユーザの
管理を行うことを可能とする。
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